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研 究 ノ ー ト

中・東欧の経済発展とその要因

公的資金と民間資金の移転が両輪

2004 年 5 月に EU に加盟予定の

中・東欧諸国（8 カ国）は 95 年以降

経済回復軌道に乗り、EUへのキャッ

チアップを目指している。1995 ～

2 0 0 2 年の G D P 成長率を見ると、

中・東欧諸国は年平均 3.6％、累積で

28.0%と EUに比べて高い成長率を達

成しており、同期間の EUの成長率を

年平均 1.3 ポイント（累積で 11.2 ポ

イント）上回っている（表 1）。

直近の 2002年の成長率を比較して

も中・東欧諸国は平均 3 ％とユーロ

圏の成長率 0.8％を大きく上回ってい

る。ただ、2002年の成長率を個別の

国ごとに見ると、おのずと格差が出て

いる。主要国では、チェコについては

洪水の影響、ハンガリーについては競

争力の低下で成長が減速し、2001年

に経済成長が大きく減速したポーラン

ドは 2002年に入ってゆっくりと回復
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の動きを見せている。

これらの主要国に対して、順調な

経済成長を達成したのは、新規加盟

候補国ではバルト三国とスロバキア、

さらに今後遅れて EUに加盟する予定

のブルガリア、ルーマニア、クロアチ

アで、これらの国の成長率は 5 ～

7％と中・東欧諸国の平均以上の伸び

を示した。

こうした中・東欧諸国の近年の経済

回復はどのような要因によってもたら

されたのであろうか。

中・東欧諸国における 1989年の体

制転換以降の経済回復のきっかけとな

った要因としてまず第一に挙げられる

のが EUによる支援であろう。また、

EUによる中・東欧諸国への支援がい

わば EUからの公的資金の移転と位置

づけられるのに対し、中・東欧諸国の

市場経済への移行後に見られた EU企

業の活発な対中・東欧進出は民間資金

の移転をもたらし、この公的資金と民

間資金の移転がいわば車の両輪となっ

て、今日にいたる中・東欧諸国の経済

回復に結びついた大きな要因となって

いる。

EUの中・東欧諸国に対する支援は

大きく分けると、これまで行われてき

た加盟前の支援と中・東欧諸国の加盟

後に計画されている支援の 2 つに分

1990 ～ 1995 年 1995 ～ 2002 年 1990 ～ 2002 年
成長率
（％）

EUとの
成長率格差

成長率
（％）

EUとの
成長率格差

成長率
（％）

EUとの
成長率格差

累積
年平
均

累積
年平
均

累積
年平
均

累積
年平
均

累積
年平
均

累積
年平
均

中・東欧 8カ国
 GDP ▲4.7 ▲ 1.0 ▲ 12.5 ▲ 2.5 28.0 3.6 11.2 1.3 22.0 1.7 ▲ 3.9 ▲ 0.3 
 雇用 ▲13.3 ▲ 2.8 ▲ 11.3 ▲ 2.4 ▲ 0.3 0.0 ▲ 9.1 ▲ 1.2 ▲ 13.5 ▲ 1.2 ▲ 20.1 ▲ 1.7 
 生産性 9.9 1.9 ▲ 0.2 0.0 28.3 3.6 20.9 2.6 41.0 2.9 22.8 1.5 

中・東欧 8＋ブルガリア、ルーマニア
 GDP ▲6.4 ▲ 1.3 ▲ 14.2 ▲ 2.8 23.2 3.0 6.5 0.8 15.4 1.2 ▲ 10.6 ▲ 0.7 
 雇用 ▲13.2 ▲ 2.8 ▲ 11.2 ▲ 2.4 ▲ 2.7 ▲ 0.4 ▲ 11.5 ▲ 1.6 ▲ 15.6 ▲ 1.4 ▲ 22.1 ▲ 1.9 
 生産性 7.9 1.5 ▲ 2.2 ▲ 0.4 26.7 3.4 19.3 2.4 36.7 2.6 18.5 1.2 

表 1 中・東欧諸国のGDP成長と EUとの成長率格差

（出所）ウィーン比較経済研究所（WIIW）データベース
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けることができる。このうち、加盟前

の支援には、① PHARE（ポーラン

ド・ハンガリー支援プログラム＝両国

を含む中・東欧諸国に対する民主的な

行政組織確立等のための支援）、②

ISPA（運輸・環境インフラ支援）、③

SAPARD（農業構造改善・農村開発

支援）などがある。これらプログラム

を通じた EU の支援金額は 1990 ～

2003 年に合計 200 億ユーロに達し、

体制転換後の中・東欧諸国の行政改

革、インフラ整備、農業構造改善・農

村開発の推進に大きく寄与した。

また、中・東欧諸国の EU加盟後に

予定されている EUからの支援は主と

して、①農業（共通農業政策、農村開

発）、②構造計画（構造基金、結束基

金）への予算支出という形で実施され、

2004～ 2006年に総額で約 408億ユ

ーロの支援が計画されている。中・東

欧諸国は、こうした EUからの資金援

助を通じて、EU 加盟後も引き続き、

EUと比べて遅れた農業や地域構造な

どの分野の改革に取り組むことになる

（詳細については、『季刊 国際貿易と

投資』－ 2003 年春号 No.51 の「EU

拡大と新規加盟国への資金移転」を参

照）。

外資が生産の増加を牽引

以上のような EUを通じた公的な援

助に加えて、中・東欧諸国の経済回復

をもたらした直接的な要因は、外国直

接投資に牽引された工業生産の発展で

ある。これは、1973年 1月にイギリ

ス、デンマークとともに ECに加盟し

たアイルランドが積極的な外資誘致を

行い、外資の力によって 90年代に高

  1990 ～ 1999 年   2000 ～ 2003 年
PHARE（民主的な機構および行政組織
確立等のための支援）

6,767.16 6,240.00

ISPA（運輸・環境インフラ支援） － 4,160.00
SAPARD（農業構造改善・農村開発支援） － 2,800.00
合計 6,767.16 13,200.00
年平均 676.72 3,300.00

EU - GNP に対する比率 0.08 0.16

表 2 EUの加盟候補国に対する加盟準備関連予算支出
（単位： 100万ユーロ）

（出所）European University Institute“Enlarging the European Union Achievements and Challenges”
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度経済成長を達成したことと軌を一に

する。

中・東欧諸国のこうした工業生産の

拡大は主として労働生産性の顕著な改

善によってもたらされたものである。

ウィーン比較経済研究所（WIIW）

の資料（注 1）によれば、国別に見て工

業部門の労働生産性の上昇が特に高い

のはハンガリーとポーランドであり、

1995 ～ 2002 年に労働生産性はハン

2004 年 2005 年 2006 年 2004 ～
2006 年

項目 1：農業 1,897 3,747 4,147 9,792
　うち共通農業政策（直接払い
　　　プラス価格支持） 327 2,032 2,322 4,682

　　　農村開発 1,570 1,715 1,825 5,110
項目 2：構造計画 6,095 6,940 8,812 21,847
　うち構造基金 3,478 4,788 5,990 14,256
　　　結束基金 2,617 2,152 2,822 7,591
項目 3：内政、追加移行経費 1,421 1,376 1,351 4,148
　うち既存内政問題 882 917 952 2,751
　　　原子力安全 125 125 125 375
　　　制度構築 200 120 60 380
　　　シェンゲン協定受け入れ 286 286 286 858
項目 5：行政 503 558 612 1,673
計（項目 1、2、3、5） 9,952 12,657 14,958 37,567

表 3 EUの新規加盟国に対する拡大関連予算（最大コミットメント額）
（2004 ～ 06 年）

（単位： 100万ユーロ）

（資料）欧州委員会資料（EUホームページ）より作成

増加率（％） EUとの増加率格差 増加率（％）
累積 年平均 累積 年平均 累積 年平均

中・東欧 8 EU15
　生産 54.0 6.4 38.6 4.3 　生産 15.4 2.1 
　雇用 ▲14.0 ▲ 2.1 ▲ 11.9 ▲ 2.1 　雇用 ▲0.9 0.0 
　生産性 79.1 8.7 62.7 6.5 　生産性 16.4 2.2 

表 4 製造業の労働生産性における中・東欧諸国の対 EUキャッチアップ
（1995～ 2002年）

（注）実質総生産および生産性。中・東欧 8は第一陣加盟候補国の加重平均。
（出所）表 1と同じ
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ガリーで倍増、ポーランドで 80％近

く上昇している。同期間の EUの労働

生産性の上昇は 16％にとどまったこ

とから、中・東欧諸国の EUとの労働

生産性の上昇の格差は年平均 6.5％ポ

イントに達したことになる。

ただし、中・東欧諸国のこうした顕

著な労働生産性の改善は主として外資

系企業による進んだ技術水準の生産設

備によってもたらされたものであり、

結果として高い失業率を発生させたこ

とに留意する必要がある。

中・東欧 5 カ国の失業率は、工業

生産の増加にもかかわらず、ここ数年

15 ％を上回る高い水準で推移してお

り、失業率低下の兆候は見られない。

チェコ
エスト
ニア

ハンガ
リー

ラト
ビア

リトア
ニア

ポーラ
ンド

スロバ
キア

スロベ
ニア

ブルガ
リア

ルーマ
ニア

D 全製造業平均 7.2 10.6 12.7 7.5 6.4 9.6 8.2 3.6 2.2 5.4 

DA 食品、飲料、タバコ ▲3.9 ▲ 7.2 ▲ 8.8 ▲ 4.8 ▲ 4.3 ▲ 3.6 ▲ 4.1 ▲ 0.6 ▲ 2.0 6.7 
DB 繊維、繊維製品 ▲4.9 2.8 ▲ 6.5 0.5 ▲ 2.3 ▲ 1.4 ▲ 8.6 0.2 ▲ 0.6 ▲ 5.1 
DC 皮革、革製品 16.1 3.7 ▲ 9.1 ▲ 2.1 9.8 ▲ 2.6 0.3 ▲ 6.0 ▲ 2.0 ▲ 2.8 
DD 木材、木製品 ▲1.8 15.4 ▲ 8.0 ▲ 2.0 0.1 ▲ 1.7 ▲ 2.9 ▲ 8.6 6.1 ▲ 4.2 
DE パルプ、紙、紙製品、

印刷、出版
▲1.7 0.8 ▲ 0.8 ▲ 0.6 ▲ 5.2 ▲ 1.2 3.6 ▲ 7.0 ▲ 4.9 ▲ 8.2 

DF 石炭、石油製品、
核燃料

▲2.6 - ▲ 7.9 - ▲ 12.2 ▲ 4.7 ▲ 4.0 - ▲ 1.5 0.5 

DG 化学、化学製品、
人造繊維

0.4 4.8 ▲ 9.5 ▲ 4.2 11.2 ▲ 0.8 ▲ 2.2 2.3 1.3 ▲ 3.6 

DH ゴム、プラスチッ
ク製品

1.4 ▲ 2.6 ▲ 7.4 10.2 0.0 ▲ 0.2 ▲ 2.9 ▲ 2.0 ▲ 2.2 ▲ 7.6 

DI その他非金属鉱物 ▲0.4 4.6 ▲ 5.0 11.2 1.3 1.0 ▲ 2.4 1.6 5.3 1.1 
DJ 基礎金属、金属加

工品
▲6.8 4.1 ▲ 6.1 3.3 ▲ 3.2 ▲ 1.7 ▲ 6.7 ▲ 2.1 2.8 ▲ 0.8 

DK 機械、機器 5.4 3.7 ▲ 6.9 ▲ 5.3 ▲ 2.7 0.7 ▲ 0.2 ▲ 1.5 3.3 4.6 
DL 電気・光学機器 13.3 7.0 18.7 18.1 24.0 4.4 2.7 3.3 7.4 ▲ 0.8 
DM 輸送機器 2.8 5.6 6.7 ▲ 0.2 13.3 6.3 18.8 6.5 ▲ 3.2 6.0 

DN その他製造業 1.2 1.2 ▲ 5.3 1.0 ▲ 4.2 ▲ 0.6 0.8 3.1 7.2 6.3 

表 5 中・東欧諸国の産業部門別生産性（1995 ～ 2001 年）
*全製造業の年平均増加率（％）と各産業部門の平均との乖離（％ポイント）

（注）相対的な生産性の上昇（低下）の計算は以下によった。
DA（1995 ～ 2001）－ D（1995 ～ 2001）＝ DA部門の相対的な上昇（低下）。

（出所）表 1と同じ
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特に中・東欧諸国では最大の人口を擁

するポーランドやスロバキアの失業率

が高く、ポーランドの場合は統計に表

れた 20％を超える高い失業率に加え

て、農村地帯に統計に表れない隠れた

失業者も多いといわれ、失業問題の解

消が大きな政治課題になっている。

安い労働コストも競争力の源泉

一方、中・東欧諸国の経済成長、よ

り具体的には産業競争力を支えた要因

として上記の生産性の上昇のほかにも

うひとつ考えられるのは、中・東欧諸

国における労働コストの安さである。

中・東欧諸国の製造業における月平均

労働コスト（間接労働コストを含む総

賃金）が最も高いのはスロベニアで、

1,120ユーロと EU平均の約 3分の 1

となっており、2番目に高いポーラン

ドになると 730 ユーロと EU の平均

の約 22 ％の水準にとどまっている

（2000年）。

第二陣の EU加盟候補国として、現

在加盟準備を進めているブルガリアや

ルーマニアになると労働コストはさら

に安く、170～ 200ユーロと EU平均

の約 5～ 7％の水準である。

ただし、中・東欧諸国の賃金は国内

通貨高という要因もあり、近年急速に

上昇している。賃金の上昇は名目上の

所得の上昇をもたらし、EUへのキャ

ッチアップという意味では重要である

が、急激な賃金の上昇は中・東欧産業

の国際競争力にマイナスの影響を与え

ることから、その影響が懸念される。

また、中・東欧諸国の中では賃金が相

対的に高いスロベニア、ポーランド、

チェコ、ハンガリーなどの中欧諸国に

おいては、これまで EU企業をはじめ

とする外資系企業の進出の最も大きな

要因が労働コストの安さであっただけ

に、賃金の急激な上昇は、今後の外資

系企業の進出にも大きな影響を与える

可能性がある。

中・東欧諸国の外国直接投資の

受け入れ

中欧諸国に集中

次に、中・東欧諸国の経済発展、産

業構造の転換に大きな役割を果たして

きた外資の最近の進出状況を概観する

とともに、産業部門別の進出状況につ

いて見てみよう。

表 6のように、2002年の中・東欧

諸国への外国直接投資（フロー）は前

年比 15 ％増の約 330 億ドルであっ

た。また、2002年末までの同地域の
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外国直接投資受け入れ残高（ストック）

は 2,200億ドルとなっている。

中・東欧諸国の市場経済化が始まっ

た 90年以降の主要国への外資の流入

状況を概観すると、市場経済化のスタ

ート当初においては、国有企業の民営

化に際して積極的な外資誘致策をとっ

たハンガリーの外資受け入れが最も大

きかったが、次いで民営化が本格化し

たポーランドが最大の外資受け入れ国

となった。これに対してチェコは民営

化に際して当初クーポン制を採用する

など国内資本を重視した政策をとった

ために外資の流入は少なかったが、最

近では積極的な外資導入に転じたこと

から、民営化が一巡したハンガリー、

投資の受け入れが減少傾向に転じたポ

ーランドを抜いて、2002年においては

約 93億ドルと中・東欧諸国の中では

最大の投資受け入れ国となっている。

いずれにしても、中・東欧諸国全体

の外国直接投資受け入れ総額のうち、

中・東欧 5 カ国（ポーランド、ハン

ガリー、チェコ、スロバキア、スロベ

ニア）の受け入れ額が依然として圧倒

的に大きく、2002年には外国直接投

資受け入れ総額（フロー）の約 60％

が中・東欧 5カ国向けであった。

1991 ～ 96
年平均

1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年

ブルガリア 74 505 537 819 1,002 813 479
クロアチア 216 533 932 1,467 1,089 1,561 981
チェコ 1,177 1,286 3,700 6,310 4,984 5,639 9,319
エストニア 162 267 581 305 387 542 307
ハンガリー 2,205 2,167 2,037 1,977 1,646 2,440 854
ラトビア 170 521 357 347 410 164 396
リトアニア 59 355 926 486 379 446 732
ポーランド 2,119 4,908 6,365 7,270 9,341 5,713 4,119
ルーマニア 206 1,215 2,031 1,041 1,025 1,157 1,106 
ロシア 1,449 4,865 2,761 3,309 2,714 2,469 2,421
スロバキア 201 220 684 390 1,925 1,579 4,012
スロベニア 122 334 216 107 136 503 1,865
合計（その他含む） 8,183 19,033 22,479 25,145 26,373 25,015 28,709

表 6 中・東欧諸国の対内直接投資受け入れ（ロシアを含む、フロー）
（単位： 100万ドル）

（出所）UNCTAD “World Investment Report 2003”
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ただ今後は、前述のような中欧諸国

における労働コストの上昇、中欧諸国

以外の周辺国の高い経済成長、インフ

ラ整備などを反映して、南東ヨーロッ

パ諸国（ブルガリア、ルーマニア、クロ

アチア、セルビア・モンテネグロなど）

への投資も増加するものとみられる。

ちなみに、最近（2002年）の中欧

諸国への外資系企業の進出状況をポー

ランド、チェコ、ハンガリーについて

見ると、次のような特徴が見られる。

ポーランド：ポーランドの場合は、

市場規模の大きい国内市場を当て込ん

だ投資がまず目に付く。こうした分野

への投資としては、小売り、タバコ製

造、化粧品、食品などがある。大規模

民営化案件では、仏、英、米企業によ

るエネルギー関連企業の買収が見られ

た。また、自動車関連では今後、既存

工場の拡張（フォルクスワーゲン）や

部品生産の移転などが見込まれる。

チェコ：チェコの場合、外資系企業

の主要な進出分野は自動車部品とエレ

クトロニクスである。特にトヨタ／

PSA の進出を契機に最近、日系自動

車部品メーカーの進出が活発化してき

ている。民営化案件では、チェコ最大

の商業銀行コメルチーニ・バンカの政

府保有株の仏銀行への売却、電波通

信・放送会社や天然ガス輸入会社（お

よび地域ディストリビューター会社）

のドイツ企業等への売却などが行わ

れ、外資の流入に大きく寄与した。

ハンガリー：ハンガリーの場合は、

大規模民営化投資がほぼ一巡したこと

から、自動車部門を中心に既進出企業

（マジャールスズキ、アウディ、ボッ

シュなど）の生産拡大のための拡張投

資が目立つ。また、ハンガリーの地理

的利便性を利用した国際配送センター

の開設（フィリップス、フレクトロニ

クス、GEライティングなど）や国内

市場を視野に入れた小売りの店舗拡

張、新規進出も見られる。

拡大欧州の中で生産体制を構築

次に投資国（投資の出し手）の状況

を見ると、中・東欧諸国への直接投資

を最も積極的に進めているのは、ドイ

ツ、米国、フランスの 3カ国であり、

2001年末の中・東欧諸国の外国直接

投資残高のそれぞれ 30 ％、25 ％、

10％占めた。

ドイツ、フランスなどの EU 企業

（日系進出企業を含む）は、中・東欧

諸国経済の市場経済化が進展し、投資

環境が整備されるにつれ、部品調達、

生産、販売、R&D、事業統括センタ
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ーなどの機能を、拡大欧州市場を視野

に入れ、最も効率的に配置する戦略を

進めている。EU 企業にとっては、

EU拡大により製品や部品の品質、価

格メニューが増えるため、企業戦略の

幅が広がり、国際競争力の強化に役立

つなど、EU拡大は大きなメリットに

なる。

また、これまで EU域内にとどまっ

て生産を行ってきた企業でも、低労働

コストの中・東欧諸国製品に対して自

社製品の競争力を保つために、生産コ

ストの削減、製品付加価値の増大を図

るとともに、中・東欧での生産拠点設

置を織り込んだ拡大欧州規模でのネッ

トワークの構築を進める動きが増えて

きている。

中・東欧経済における外資の役割

産業構造の転換を促進

次に外資が中・東欧諸国経済の中で

どのような比重を占め、外資系企業が

どのような産業部門に主として進出し

ているのかについて見てみよう。

ウィーン比較経済研究所の資料（注

1）により、中・東欧諸国経済に占め

る外資の比重を、「外国直接投資の

中・東欧諸国経済への浸透度」（当該

国の GDPに占める 2001 年末外国直

接投資ストックの比率）で見ると、エ

ストニアが 62.1％ときわめて高い比

率を示しているのをはじめ、チェコ、

ハンガリー、スロバキアなども 40～

50 ％の高い比率を占めており、当該

国経済への外資の浸透度合いはきわめ

て高いことがわかる。

次に外国直接投資総額（2001年末、

ストック）に占める製造業投資のシェ

アを見ると、中・東欧諸国全体では約

40 ％となっている。しかし、特に近

年は金融、情報通信、流通などへの投

資が急増しており、現在では、非製造

業部門への投資が製造業部門への投資

を上回っている。

製造業部門への投資比率が相対的に

高 い 国 と し て は 、 ス ロ バ キ ア

（43.8％）、ポーランド（41.2％）、チ

ェコ（37.6％）、ハンガリー（36.8％）、

スロベニア（36.2 ％）などが挙げら

れる。

製造業の中で外国直接投資の比率が

高い産業部門は全体的に見て、前節で

見たように、生産や生産性が著しく改

善した食品・飲料・タバコ、電気・光

学機器、輸送機器などの部門である。

また、国によっては、非金属鉱物

（チェコ、ポーランド）、繊維・繊維製
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チェコ エスト
ニア ハンガリー ラトビア リトア

ニア ポーランド スロバ
キア

スロベ
ニア

外国直接投資
合計（ストック、
100 万ユーロ）

30,717.2 2,843.0 11,079.7 2,520.6 2,509.2 60,311.1 5,313.0 3,637.1

D 製造業への直
接投資（ストッ
ク、100 万ユー
ロ）

11,539.7 612.8 4,079.3 428.7 721.8 24,828.9 2,327.6 1,317.1

DA 食品、飲料、
タバコ（％）

11.8 22.5 24.2 28.7 40.1 25.2 13.9 5.2 

DB 繊維、繊維製
品

3.4 13.8 3.8 12.3 16.2 1.1 1.2 2.6 

DC 皮革、革製品 0.1 - 0.6 0.5 0.0 0.1 0.8 -

DD 木材、木製品 1.5 16.4 1.1 16.1 4.9 5.9 1.0 0.4 

DE パルプ、紙、
紙製品、印刷

7.2 - 4.2 4.9 3.8 7.2 5.5 16.9 

DF 石炭、石油製
品、核燃料

2.3 1.0 8.2 0.0 6.4 - 7.5 -

DG 化学品、人造
繊維

6.2 8.7 5.5 9.5 - 6.0 6.9 16.4 

DH ゴム、プラス
チック製品

6.2 1.1 4.7 3.2 4.0 2.8 1.7 10.9 

DI その他非金属
鉱産物

14.1 - 6.2 6.3 5.6 14.0 5.0 6.6 

DJ 基礎金属、金
属加工品

9.1 3.9 6.1 7.9 1.7 2.0 41.2 8.2 

DK その他の機械・
機器

4.2 3.3 5.3 6.3 1.1 1.2 4,1 12.3 

DL 電気機械、光
学機器

13.9 2.9 19.5 1.8 7.9 7.7 4.8 10.3 

DM 輸送機器 19.0 6.9 9.6 0.4 7.2 24.7 5.7 9.7 

DN その他の製造業 1.0 - 1.0 2.3 1.2 2.2 0.7 0.4 

総外国直接投資（ストック）に占める製造業投資のシェア（％）

37.6 21.6 36.8 17.0 28.8 41.2 43.8 36.2 

GDP に占める製造業外国直接投資のシェア（％）

18.2 11.0 8.1 5.1 5.9 12.2 10.2 6.3 

GDP に占める総外国直接投資（ストック）のシェア（％）

52.1 62.1 44.3 30.5 27.2 22.8 39.8 21.4 

表 7 中・東欧諸国の外国直接投資の受け入れと産業部門別シェア
（製造業、ストック、2001 年末）

（単位：人、％）

（注）エストニア、ハンガリー、リトアニアは 2000 年末の数字。
（出所）ウィーン比較経済研究所（WIIW）、オーストリア経済研究所（WIFO）データベース
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品（エストニア、ラトビア、リトアニ

ア）、木材・木製品（エストニア、ラ

トビア）、パルプ・紙（スロベニア）

なども高い比率を示している。

また、労働生産性の上昇は外資の進

出程度によって産業別に大きな違いが

見られ、結果として、中・東欧諸国に

おける産業構造の変化をもたらした。

一般的に産業部門別に見て、労働生

産性が上昇した部門としては、外資の

進出が活発であった電気・光学機器、

輸送機器、その他製造業（主として家

具）などが挙げられる。これに対して、

食品・飲料、繊維・繊維製品、皮革お

よび革製品、木材および木製品、紙・

印刷、石炭・石油製品、化学品などの

産業部門の労働生産性は低下ないしは

停滞した。

以上のように、全般的に見て、技術

に特化した産業部門が生産性を大きく

向上させているのに対して、伝統的な

技術や低い技術水準の労働に依存した

部門の生産性は停滞したのが特徴とし

て挙げられよう。

対EU貿易で大きな役割

さらに、こうした各産業分野に進出

した外資系企業は進出先国の輸出入に

おいても大きな役割を果たしている。

ウィーン比較経済研究所の資料（注 2）

によれば、中欧諸国の製造業輸出に占

める外資系企業のシェアは、93 年か

ら 9 8 年にかけてチェコの場合は

14.9 ％から 47.0 ％、ハンガリーは

52.2 ％から 85.9 ％、ポーランドは

36.1％から 52.4％へとそれぞれ顕著

な高まりを見せている。

中・東欧諸国における最近の貿易動

向を見ると、対 EU貿易の比率がきわ

めて高いこと、また対 EU貿易の貿易

収支が 90年代の大幅な赤字傾向から

2000年以降は顕著な改善傾向に転じ

ていることなどの特徴を示しているが、

こうした動きも外資系企業の活動を反

映した部分が大きいものと思われる。

すなわち、中・東欧諸国の貿易は輸

出でほぼ 70 ％、輸入で約 60 ％が対

EU 貿易（2002 年）となっており、

これは中・東欧諸国に進出した EUを

中心とした外資系企業の本国からの原

料・部品・生産設備の輸入増や進出先

で生産した製品の EU市場向け輸出増

を反映したものであろう。

また、貿易収支が特に対 EU貿易に

おいて近年顕著な改善傾向（中・東欧

5カ国で 2000年の 126億ユーロの赤

字から 2002年には 2億 5,000万ユー

ロの赤字に縮小）を見せているのは、
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生産設備などの輸入が多かった進出企

業の生産立ち上げ時期から現地生産が

軌道に乗り製品の対 EU輸出が本格化

しつつある時期に入ったことを示して

いるものとみられる。

ただ、貿易収支や経常収支の動向で

注意しておかなければならないのは、

今後とも赤字縮小の傾向が続くのかど

うかという点である。外資系企業の活

動とのかかわりで、中・東欧諸国の経

常収支の動向を考えるとき、外資系企

業の投資活動が成熟してくるにつれ

て、今後、進出企業による利益の本国

送金が本格化してくるものと思われ、

これが将来的に中・東欧諸国の経常収

支の赤字要因として浮上してくる可能

性が大きいとの指摘も多い。

なお、中・東欧諸国の製品は拡大

EU25カ国の市場において主としてス

ペイン、ポルトガル、アイルランド、

オーストリア、ドイツ、フランスの輸

出品と競争しており、中・東欧製品の

シェア拡大の結果、フランス、ドイツ、

スウェーデン、ベルギー、デンマーク

の市場シェアは縮小している。

こうした動向は、①中・東欧諸国の

輸出品の品質に顕著な改善傾向が見ら

れること、②（主として先進的な中・

東欧諸国と EUとの間では）産業内貿

易が進展してきている、ことを示して

いるといえよう。

EU加盟後の外国直接投資

中・東欧諸国 8カ国は、キプロス、

マルタとともに 2004年 5月にそろっ

て EUに加盟する予定である。それで

は、中・東欧諸国に対する外国直接投

資はこれら諸国の EU加盟後どのよう

な推移をたどるのかについて、以下に

考えてみたい。

中・東欧諸国に対する外国直接投資

が EU加盟を契機に急激に増えるとい

うことは、次に述べるようないくつかの

理由から、考えにくいように思われる。

まず、第 1 に考えられるのは、EU

拡大に伴うビジネスチャンスの増大に

関心を持った企業の多くはすでに中・

東欧諸国への進出を果たしているとい

うことである。事実、中・東欧諸国に

対する外国直接投資は EUが東方への

拡大をコミットメントした 93年以降

急増している。また、前節で見たよう

に、ポーランド、ハンガリー、チェコ

など先進的な中・東欧諸国の GDPに

占める外国直接投資はすでに高い水準

に達しており、この水準を上回ってさ

らに急激に増えることは、一国の経済
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全体の姿をゆがめる恐れがある。

また、これまでの中・東欧諸国への

外国直接投資は大規模国有企業の民営

化によって促進されてきた側面が強い

が、国有企業の民営化が一巡すれば外

国直接投資はその分減少する。事実、

国有企業の民営化がほぼ終了したハン

ガリーにおいては、近年外国直接投資

の流入が大幅に減速している。

以上のような中・東欧諸国への外国

直接投資を抑制することになると思わ

れる諸要因に対して、中・東欧諸国の

EU加盟実現は次のような点で外資系

企業、特に EU企業の投資インセンテ

ィブを高めることになるとみられる。

1）EU 加盟は中・東欧諸国に一定水

準の政治的・マクロ経済的安定を

もたらし、投資リスクを軽減する。

2）EU 加盟により、現 EU 加盟国と

同様のビジネス環境が創造され、

貿易の障壁や国境での通関手続き

などがなくなることから取引コス

トが軽減する。これにより、EU

企業は拡大 EUの中でより合理的

な生産拠点ネットワークや流通戦

略の再構築が容易になる。

3）中・東欧諸国の EU加盟により人

口 4億 5,000万人の巨大単一市場

が誕生する。巨大市場の誕生は多

国籍企業にとどまらず中小企業の

対中・東欧投資も加速する可能性

がある。すでに、ドイツ、オース

トリア、イタリアなど中・東欧諸

国に国境を接する諸国の中小企業

はコストの安い近隣の中・東欧諸

国に生産拠点を移し、市場シェア

の確保を図っているが、中・東欧

諸国の EU加盟は、地理的により

遠い EU現加盟国の中小企業にも

進出のインセンティブを与えるも

のとみられる。現に、フランスや

北欧の中小企業の間では、市場規

模の大きいポーランドに対する関

心が高まっており、この傾向は、

ポーランドの EU加盟後にさらに

強まるものと予想される。

以上のような点を総合的に考えた場

合、中・東欧諸国への外国直接投資は

EU加盟後も引き続き増加傾向で推移

すると思われるが、その程度は緩やか

なものにとどまると予想される。

一方、中・東欧諸国に対する EU加

盟後の外国直接投資は“質”的に変化

する可能性があることにも留意する必

要がある。前述のように、中・東欧諸

国、特に先進的な中・東欧諸国におい

ては賃金水準が急激に上昇している。

こうした賃金の上昇は、現状において
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も、労働集約的な製造業投資をより賃

金水準の低い東方へ、すなわち南東ヨ

ーロッパ諸国（ルーマニア、ブルガリ

ア、クロアチア、ウクライナ、旧ユー

ゴなど）へとシフトさせており、この

傾向は、中・東欧諸国の EU加盟後さ

らに強まるものと予想される。一方、

先進的な中・東欧諸国もただ単に低賃

金を武器にしてこれら諸国と勝負する

という立場に甘んじていないと思われ

る。先進的な中・東欧諸国の外国直接

投資は、今後、R&Dセンターやハイ

テク製品の生産といった方向に進むも

のとみられ、既にハンガリーやチェコ

においてこうした傾向が表れ始めて

いる。

ただ、中・東欧諸国では賃金が安い

割には質の良い労働力が得られるとい

うことも進出した企業等の一般的な評

価として定着している。この「質の良

い労働力」には、工場等で働く一般労

働者の質が良いということのほかに、

質の高い技術者が得られるということ

も含まれる。

例えばドイツは 2000年 8月に国内

の IT 技術者の不足を補うために IT

関連技術者を 5 年間に 1 万人受け入

れるグリーンカード制度を導入した

が、政府の発表によると、導入後の 1

年間にグリーンカードを取得した

8,600人の外国人の内訳は、インド人

の 1,800人、旧ソ連諸国の 1,200人に

次いで、ルーマニア 740 人、チェコ

とスロバキア 570 人、ハンガリー

330人と中・東欧諸国、とりわけルー

マニアの IT技術者が多かった。この

ことは、これら諸国では高度な技術を

持ちながら、国内ではそれに見合う職

場を見つけられないでいる人が多いこ

とを物語っているように思われる。

こうしたことを考慮に入れると、前

述のように労働集約的な新規投資が今

後南東ヨーロッパにシフトすることが

大きな流れであるにしても、日本企業

が今後中・東欧投資を考える際には、

「南東ヨーロッパ＝低賃金労働」とい

うステレオタイプ的な見方にとらわれ

ることなく、南東ヨーロッパにおいて

も潜在的な高度技術者が少なからず

いるという複眼的な視点を持って検

討を進めることがきわめて重要とい

えそうだ。

（注 1）WIIW Research Reports No.July 2003、
“ Special issue on the transition

economies”
（注 2）ウィーン比較経済研究所（WIIW）月

報（No.268、August 2000）




